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第１章 権利擁護34を取り巻く現状と課題 

第１節 統計から見る現状 

 
１ 成年後見制度の利用状況 
（１） 成年後見関係事件の申立件数 

平成27（2015）年の成年後見関係事件の申立件数は30件でしたが、平成28（2016）

年は42件に増加しております。後見開始が３件、保佐開始が５件、補助開始が４件増加し

たことによるものです。平成30（2018）年から減少傾向にあり、特に平成31（2019）

年は後見開始の申立件数の減少が顕著です。（図５-１-１） 

全国の成年後見関係事件の申立件数は平成29（2017）年及び平成30（2018）年は増

加いたしましたが、平成31（2019）年は減少に転じております。東京都の申立件数は平

成29（2017）年から毎年減少しており、市と同様に平成31（2019）年の後見開始の申

立件数の減少は顕著です。もっとも、保佐開始及び補助開始は、国及び東京都でも申立件数

が増加しております。（図５-１-２、図５-１-３） 

 

図５-１-１ 市の成年後見関係事件の申立件数の推移 

 

出典：区市町村別成年後見制度申立件数等について（平成27年～平成31年・区市町村別）（家庭裁判所提供） 

  

 
34 高齢者、障がい者等何らかの支援を要する者が社会の一員として地域で自分らしく安心して暮らすことができるよ

う、個人の尊厳の確保や自己決定の尊重の観点から、必要な日常生活上及び社会生活上の様々な課題について、個別

に、又は制度的に権利が保障されるようにするための支援や基盤整備のあり方をいう。 
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図５-１-２ 全国の成年後見関係事件の申立件数の推移 

 

出典：成年後見事件の概況（H27-H31） 最高裁判所事務総局家庭局 

 

図５-１-３ 東京都の成年後見関係事件の申立件数の推移 

 
出典：区市町村別成年後見制度申立件数等について（平成27年～平成31年・区市町村別）（家庭裁判所提供） 
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（２） 市長申立件数 

平成26（2014）年度の市長申立件数は６件から12件までの間で推移しています。 

被成年後見人等（「被成年後見人、被保佐人及び被補助人」をいいます。以下同じです。）は

高齢者の割合が多く、障がい者は各年度０人から３人までの間で推移しております。（図５-

２） 

図５-２ 市長申立件数の推移 

 
※各年度末現在 
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（３） 成年後見制度の利用者数 

令和元（2019）年12月31日現在の成年後見制度の利用者の総数は172人で、そのう

ち、法定後見制度の利用者が168人で全体の97.7％、任意後見制度の利用者が４人で全体

の2.3%となっております。法定後見制度の利用者168人のうち後見類型の利用者が119

人で法定後見制度全体の70.8％、保佐類型の利用者が35人で法定後見制度全体の約

20.8％、補助類型の利用者が14人で法定後見制度全体の8.4％となっております。（図５-

３） 

令和元（2019）年12月31日時点における狛江市の１万人当たりの利用者数は21.5人

となっております。同時点における東京都全体の１万人当たりの利用者数は18.3人となっ

ており、東京都全体より約３人多くなっております。 

 

図５-３ 成年後見制度の利用者数（令和元（2019）年12月31日現在） 

 

出典：区市町村別成年後見制度の利用者数（東京都）（家庭裁判所提供） 
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（４） 成年後見人等と本人との関係別件数 

ア 成年後見人 

平成27（2015）年から平成31（2019）年までのいずれの年も専門職が成年後見人に

就任する件数が最も多く、専門職の内訳としては平成30（2018）年までは司法書士、弁護

士、社会福祉士の順となっておりましたが、平成31（2019）年は弁護士の就任件数が最も

多くなっております。親族では子が成年後見人に就任する件数が最も多くなっております。法

人が成年後見人に就任するケースが年０件から３件まで、市民後見人は０件となっておりま

す。（図５-４） 

 

図５-４ 成年後見人と本人との関係別件数 

 

出典：成年後見人等と本人との関係別件数（平成27年～平成31年・区市町村別）（家庭裁判所提供） 
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イ 保佐人 

平成27（2015）年から平成31（2019）年までのいずれの年も専門職が保佐人に就任

する件数が最も多く、専門職の内訳としては平成30（2018）年度までは司法書士、弁護

士、社会福祉士の順となっておりましたが、平成31（2019）年は弁護士の就任件数が最も

多くなりました。法人が保佐人に就任するケースが年０件から２件まで、親族後見人は０件又

は１件、市民後見人は０件となっております。（図５-５） 

 

図５-５ 保佐人と本人との関係別件数 

 

出典：成年後見人等と本人との関係別件数（平成27年～平成31年・区市町村別）（家庭裁判所提供） 
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ウ 補助人 

平成27（2015）年から平成30（2018）年まで専門職又は親族が補助人に就任する

件数が多くなっております。平成27（2015）年はその他親族が１件、弁護士が１件、

平成28（2016）年は子が３件、弁護士が２件、平成29（2017）年は弁護士及び司法

書士が１件、平成30（2018）年は兄弟姉妹が１件、司法書士が１件、平成31

（2019）年は弁護士、社会福祉士及び精神保健福祉士が１件となっております。法人が

補助人に就任するケースが年０件又は１件、市民後見人は０件となっております。（図５

-６） 

 

図５-６ 補助人と本人との関係別件数 

 
出典：成年後見人等と本人との関係別件数（平成27年～平成31年・区市町村別）（家庭裁判所提供） 
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エ 総数 

成年後見人、保佐人及び補助人を合わせた全ての後見類型では、平成27（2015）年から

平成31（2019）年までのいずれの年も専門職が成年後見人等に就任する件数が最も多く、

専門職の内訳としては司法書士と弁護士同数の年もありますが、平成29（2017）年及び平

成30（2018）年は司法書士が成年後見人等に就任する件数が多くなっております。平成

31（2019）年は弁護士の就任件数が最も多くなりました。続いて親族が成年後見人等に就

任する件数が多く、その中でも子が成年後見人等に就任する件数が多くなっております。法人

が成年後見人等に就任するケースが年１件から４件まで、市民後見人は０件となっておりま

す。（図５-７-１） 

 

図５-７-１ 成年後見人等と本人との関係別件数（総数） 

 

出典：成年後見人等と本人との関係別件数（平成27年～平成31年・区市町村別）（家庭裁判所提供） 
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平成31（2019）年の成年後見人等と本人との関係別割合については、親族の割合が

16.7％となっており、東京都全体の23.8％と比べ7.1ポイント低くなっております。（図５-

７-２） 

 

図５-７-２ 平成31（2019）年の成年後見人等と本人との関係別割合 

 

 

（５）成年後見制度の利用促進に係る経費助成 

ア 成年後見人等申立経費助成 

平成26（2014）年度から平成31（2019）年度までの成年後見人等申立経費に係る

助成件数は、平成27（2015）年度以外は11件から19件までの間で推移しておりま

す。いずれの年度も高齢者に対する助成件数が多くなっております。（図５-８） 

図５-８ 申立経費に係る助成件数 
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イ 成年後見人等報酬助成 

平成26（2014）年度から平成31（2019）年度までの成年後見人等報酬に係る助成

件数は、増加傾向にあり、平成30（2018）年度は４件、平成31（2019）年度は８件

となっております。（図５-９） 

 

図５-９ 成年後見人等報酬に係る助成件数 
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（６）社会福祉協議会 あんしん狛江35の相談実績 

ア 年度別相談件数 

あんしん狛江における成年後見制度に係る相談件数は、増加傾向にあり、平成31

（2019）年は1,409件となっております。今後も相談件数は増加することが予想され

ます。（図５-10） 

 

図５-10 年度別相談件数 

 

※各年度末現在 

 

  

 
35 判断能力が不十分な高齢者・障がい者が、安心して生活できるように、福祉サービス利用支援及び成年後見等の利

用支援を行う狛江市社会福祉協議会に設置された機関をいう。 
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イ 相談方法別相談件数 

相談方法としては、電話による相談が最も多いですが、あんしん狛江に来所していた

だき相談を受けるケースや相談者のご自宅等に訪問して相談を受けるケースが増加傾向

にあります。（図５-11） 

図５-11 相談方法別相談件数 
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ウ 被成年後見人等属性別相談件数 

被成年後見人等の属性別の相談件数としては、高齢者の相談が最も多いですが、近年

は精神障がい者や複合の方の相談が増加しております。（図５-12） 

 

図５-12 被成年後見人等属性別相談件数 

 

※複合とは、高齢者、知的障がい者及び精神障がい者のいずれか複数に該当する方をいいます。 
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エ 相談対象者別相談件数 

相談対象者別の相談件数としては、その他を除くと平成31（2019）年度は行政職

員、本人、親族の順となっております。（図５-13） 

 

図５-13 相談対象者別相談件数 
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オ 相談内容別相談件数（※相談者によっては複数の相談内容あり） 

相談内容別相談件数としては、平成26（2014）年度は申立支援に関する相談件数が

最も多かったのですが、平成27（2015）年度からは後見人等支援に関する相談件数が

最も多くなっており、増加傾向にあります。平成31（2019）年度は再び申立支援に関

する相談が最も多くなっております。また、権利擁護に関する相談も増加しておりま

す。（図５-14） 

図５-14 相談内容別相談件数 

 

センターの利用 ・・・多摩南部後見センターのサービス利用を希望した相談 

候補者紹介 ・・・成年後見人等候補者を紹介して欲しい旨の相談（弁護士等紹介の際の同席含む。） 

申立支援 ・・・申立手続に関する相談 （書類の書き方、チェック等） 

後見人等支援 ・・・成年後見人等及び任意後見人が後見事務を執行するに当たっての相談 

法定後見利用・申立 ・・・法定後見制度の利用を想定しての一般的な相談（申立の流れ、費用等） 

任意後見利用・申立 ・・・任意後見制度の利用を想定しての一般的な相談（申立の流れ、費用等） 

制度の質問 ・・・成年後見制度の内容を知りたいといった質問、相談（制度概要や相談窓口の紹介等） 

センターの質問 
・・・多摩南部後見センターの事業内容を知りたいといった質問、相談、視察の依頼（事業概要、利用

要件等） 

権利擁護 
・・・成年後見制度や地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）36等の指定のない権利擁護

に関する相談 

その他 ・・・上記に分類できない相談 

※各年度末現在 

 

 

 
36 判断能力が十分でない人が福祉サービスの利用手続や金銭管理において支援を受けるサービスであり、利用開始に当

たり医学的判断が求められないこと、生活支援員等による見守り機能を生かし、本人に寄り添った支援が可能である

ことなどの特徴を有している。 
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２ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の利用状況 
（１） 生活支援員の確保状況 

福祉サービス利用援助や日常的な金銭管理の支援を行う生活支援員は12人又は13人配

置されておりますが、担当ケースのある生活支援員数が平成30（2018）年度は８人に減

少しております。（図５-15） 

 

図５-15 生活支援員の確保状況 

 

※生活支援員数は平成28（2016）年度までは登録されたボランティア数、平成29（2017）年度からは非常勤職員

数 

※各年度末現在 

 

 

  

12

13 13

12

13

11

12

11

8

12

0

2

4

6

8

10

12

14

平成27(2015)年度 平成28(2016)年度 平成29(2017)年度 平成30(2018)年度 平成31(2019)年度

生活支援員数 担当ケース有

（人） 



                            第１章 権利擁護を取り巻く現状と課題 

- 283 - 

第
４
編 

 

第
１
期
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
事
業
計
画 

（２） 相談援助件数 

地域福祉権利擁護事業の相談援助件数は、平成29（2017）年度までは増加傾向にあり

ましたが、平成30（2018）年度は減少し、平成31（2019）年度は再び増加に転じてお

ります。 

対象者別では各年度とも認知症高齢者に係る相談援助件数が最も多く、平成31

（2019）年度は次いで不明・その他、精神障がい者等の順となっております。（図５-

16） 

 

図５-16 相談援助件数 

 

※各年度末現在 

 

  

904

1206

1536

1109

1210

176
216

321

217

306
146

381 376 351

398

0 28
109 77

523

1226

1831

2342

1754

2437

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

平成27(2015)年度 平成28(2016)年度 平成29(2017)年度 平成30(2018)年度 平成31(2019)年度

認知症高齢者 知的障がい者等 精神障がい者等 不明・その他 合計

（件数） 



第１節 統計から見る現状                                   

 - 284 -  

 

（３） 新規契約締結件数 

平成27（2015）年度をピークに減少傾向にあります。対象者別では各年度とも認知症

高齢者との契約件数が最も多くなっております。（図５-17） 

 

図５-17 新規契約締結件数 
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（４） 実利用人数 

平成27（2015）年度から平成31（2019）年度までの実利用人数は、55人から60人

までの間で増減しており、認知症高齢者の利用が最も多く、続いて精神障がい者等、知的

障がい者等となっております。（図５-18） 

令和２（2020）年３月31日時点における狛江市の１万人当たりの実利用者は6.7人と

なっております。同時点における東京都全体の１万人当たりの実利用者は2.7人となってお

り、東京都全体より４人多くなっております。 

 

図５-18 実利用人数 
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（５） 契約待機件数 

契約待機件数は平成29（2017）年度から増加傾向にあり、平成31（2019）年度は

14件となっております。 

平成31（2019）年度の対象者ごとの契約待機件数は、認知症高齢者が最も多く、続い

て精神障がい者等となっております。（図５-19） 

 

図５-19 契約待機件数 
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第２節 市民意識調査結果に見る現状 
市民意識調査では、調査１の「市民一般調査」、調査３の「日常生活圏域ニーズ調査（①自

立者）」、調査４の「日常生活圏域ニーズ調査（②要支援・総合事業対象者）」、調査５の在宅

介護実態調査（要介護以上）及び調査６「障がいのある人等（18歳以上）」において権利擁

護関係の設問を５問設けて、調査を実施しました。また、調査８の「支援団体等調査」にお

いても権利擁護関係のヒアリング項目を３問設けて、ヒアリングを実施しました。 

 

１ 入院・入所の際に頼れる人の有無 
市民意識調査で入院や施設に入所しなくてはいけない場合に頼れる人がいるかどうか尋ね

たところ、「いない」が全体で 16.2％、高齢者全体で 16.5％、高齢者（要支援者）で

19.0％、障がい者（18 歳以上）で 17.0％となっております。（表５-１-１） 

高齢者について、世帯類型別で見ると、「いない」の割合は、単身世帯が他世帯よりも約

10 ポイント高くなっています。（表５-１-２、表５-１-３） 

障がい者について、手帳の種類・診断名別で見ると、「いない」の割合は、発達障がいの診

断を受けている方や精神障害者福祉手帳を持っている方が他の手帳をお持ちの方や他の診断

を受けている方より高くなっています。（表５-１-４） 

表５-１-１ 入院・入所の際に頼れる人の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 いる いない
わからな

い
無回答

人数 1,528 1,103 248 122 55

構成比 72.2% 16.2% 8.0% 3.6%

人数 240 165 34 39 2

構成比 68.8% 14.2% 16.3% 0.8%

人数 924 699 152 38 35

構成比 75.6% 16.5% 4.1% 3.8%

人数 291 234 52 5

構成比 80.4% 17.9% 1.7%

人数 67 53 11 3

構成比 79.1% 16.4% 4.5%

人数 248 186 47 15

構成比 75.0% 19.0% 6.0%

人数 318 226 42 38 12

構成比 71.1% 13.2% 11.9% 3.8%

人数 364 239 62 45 18

構成比 65.7% 17.0% 12.4% 4.9%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

自立者

総合事業対象者

要支援者

要介護者

障がい者（18歳以上）

高齢者（計）

全体

市民
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表５-１-２ 入院・入所の際に頼れる人の有無 

【日常生活圏域ニーズ調査 世帯類型別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-１-３ 入院・入所の際に頼れる人の有無 

【在宅介護実態調査 世帯類型別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-１-４ 入院・入所の際に頼れる人の有無 

【障がいのある方・難病のある方調査 手帳の種類・診断名別】 

 

  

回答者数 いる いない 無回答

人数 608 473 112 23

構成比 77.8% 18.4% 3.8%

人数 183 130 46 7

構成比 71.0% 25.1% 3.8%

人数 220 178 31 11

構成比 80.9% 14.1% 5.0%

人数 81 67 13 1

構成比 82.7% 16.0% 1.2%

人数 111 91 18 2

構成比 82.0% 16.2% 1.8%

人数 13 7 4 2

構成比 53.8% 30.8% 15.4%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

夫婦のみ世帯

息子・娘との２世帯

無回答

その他

単身世帯

全体

回答者数 いる いない わからない 無回答

人数 318 226 42 38 12

構成比 71.1% 13.2% 11.9% 3.8%

人数 73 49 17 6 1

構成比 67.1% 23.3% 8.2% 1.4%

人数 108 77 14 11 6

構成比 71.3% 13.0% 10.2% 5.6%

人数 136 100 11 21 4

構成比 73.5% 8.1% 15.4% 2.9%

人数 1 0 0 0 1

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

その他

全体

単身世帯

夫婦のみ世帯

無回答

回答者数 いる いない わからない 無回答

人数 364 239 62 45 18

構成比 65.7% 17.0% 12.4% 4.9%

人数 101 69 17 7 8

構成比 68.3% 16.8% 6.9% 7.9%

人数 126 84 17 15 10

構成比 66.7% 13.5% 11.9% 7.9%

人数 79 40 21 14 4

構成比 50.6% 26.6% 17.7% 5.1%

人数 88 54 21 10 3

構成比 61.4% 23.9% 11.4% 3.4%

人数 8 5 3 0 0

構成比 62.5% 37.5% 0.0% 0.0%

人数 1 0 0 1 0

構成比 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

人数 64 50 7 5 2

構成比 78.1% 10.9% 7.8% 3.1%

人数 11 6 2 2 1

構成比 54.5% 18.2% 18.2% 9.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

発達障がいの診断を
受けている

高次脳機能障がいの
診断を受けている

難病の診断を
受けている

無回答

全体

身体障害者手帳を
持っている

愛の手帳を
持っている

精神障害者保健福祉
手帳を持っている

自立支援医療を
受給している
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２ お金のやりくりに対する不安 
市民意識調査で介護や医療でお金が必要になった場合のお金のやりくりに対する不安があ

るかどうか尋ねたところ、全体では「ある程度ある」の割合が最も多くなっておりますが、

障がい者（18 歳以上）では「とてもある」の割合が最も多くなっております。（表５-２-

１） 

年代別で見ると、市民一般では、20 歳代及び 50 歳代は「とてもある」が最も多くなって

います。（表５-２-２）高齢者（自立者・総合事業対象者・要支援者）では、いずれの年代で

も「ある程度ある」が最も多くなっています。（表５-２-３）高齢者（要介護者）では、70

～74 歳は「とてもある」が最も多くなっています。（表５-２-４）障がい者では、10 歳代

で『ある』（「とてもある」と「ある程度ある」とを合わせた割合をいいます。）の割合が

85.7％となっております。（表５-２-５） 

手帳の種類・診断名別で見ると、発達障がいの診断を受けている方で『ある』の割合が

100％、精神障害者保健福祉手帳を持っている方で 84.8％となっております。（表５-２-

６） 

表５-２-１ お金のやりくりに対する不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 とてもある
ある程度あ

る
あまりない

まったくな
い

無回答

人数 1,528 455 660 305 71 37

構成比 29.8% 43.2% 20.0% 4.6% 2.4%

人数 240 74 116 42 7 1

構成比 30.8% 48.3% 17.5% 2.9% 0.4%

人数 924 232 419 208 43 22

構成比 25.1% 45.3% 22.5% 4.7% 2.4%

人数 291 70 126 78 12 5

構成比 24.1% 43.3% 26.8% 4.1% 1.7%

人数 67 16 32 14 2 3

構成比 23.9% 47.8% 20.9% 3.0% 4.5%

人数 248 51 126 48 15 8

構成比 20.6% 50.8% 19.4% 6.0% 3.2%

人数 318 95 135 68 14 6

構成比 29.9% 42.5% 21.4% 4.4% 1.9%

人数 364 149 125 55 21 14

構成比 40.9% 34.3% 15.1% 5.8% 3.8%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

自立者

総合事業対象者

要支援者

要介護者

障がい者（18歳以上）

高齢者（計）

全体

市民
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表５-２-２ お金のやりくりに対する不安【市民一般調査 年代別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-２-３ お金のやりくりに対する不安【日常生活圏域ニーズ調査 年代別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 とてもある
ある程度あ

る
あまりない まったくない 無回答

人数 240 74 116 42 7 1

構成比 30.8% 48.3% 17.5% 2.9% 0.4%

人数 19 10 7 2 0 0

構成比 52.6% 36.8% 10.5% 0.0% 0.0%

人数 28 12 13 3 0 0

構成比 42.9% 46.4% 10.7% 0.0% 0.0%

人数 46 15 22 8 1 0

構成比 32.6% 47.8% 17.4% 2.2% 0.0%

人数 40 18 15 6 1 0

構成比 45.0% 37.5% 15.0% 2.5% 0.0%

人数 28 6 18 3 1 0

構成比 21.4% 64.3% 10.7% 3.6% 0.0%

人数 78 12 41 20 4 1

構成比 15.4% 52.6% 25.6% 5.1% 1.3%

人数 1 1 0 0 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答

回答者数 とてもある
ある程度あ

る
あまりない まったくない 無回答

人数 608 137 285 140 30 16

構成比 22.5% 46.9% 23.0% 4.9% 2.6%

人数 86 25 39 20 1 1

構成比 29.1% 45.3% 23.3% 1.2% 1.2%

人数 85 18 44 16 5 2

構成比 21.2% 51.8% 18.8% 5.9% 2.4%

人数 128 37 58 24 7 2

構成比 28.9% 45.3% 18.8% 5.5% 1.6%

人数 130 33 59 26 7 5

構成比 25.4% 45.4% 20.0% 5.4% 3.8%

人数 115 18 58 30 5 4

構成比 15.7% 50.4% 26.1% 4.3% 3.5%

人数 58 4 27 21 4 2

構成比 6.9% 46.6% 36.2% 6.9% 3.4%

人数 6 2 0 3 1 0

構成比 33.3% 0.0% 50.0% 16.7% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

75～79歳

全体

65～69歳

70～74歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

無回答
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表５-２-４ お金のやりくりに対する不安【在宅介護実態調査 年代別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-２-５ お金のやりくりに対する不安 

【障がいのある方・難病のある方（18歳以上）調査 年代別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 とてもある
ある程度あ

る
あまりない

まったくな
い

無回答

人数 318 95 135 68 14 6

構成比 29.9% 42.5% 21.4% 4.4% 1.9%

人数 9 2 3 4 0 0

構成比 22.2% 33.3% 44.4% 0.0% 0.0%

人数 11 2 6 2 1 0

構成比 18.2% 54.5% 18.2% 9.1% 0.0%

人数 25 11 6 5 1 2

構成比 44.0% 24.0% 20.0% 4.0% 8.0%

人数 106 37 47 17 3 2

構成比 34.9% 44.3% 16.0% 2.8% 1.9%

人数 89 24 41 18 4 2

構成比 27.0% 46.1% 20.2% 4.5% 2.2%

人数 67 16 28 19 4 0

構成比 23.9% 41.8% 28.4% 6.0% 0.0%

人数 11 3 4 3 1 0

構成比 27.3% 36.4% 27.3% 9.1% 0.0%

人数 0 0 0 0 0 0

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

70～74歳

全体

65歳未満

65～69歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

無回答

回答者数 とてもある
ある程度あ

る
あまりない まったくない 無回答

人数 364 149 125 55 21 14

構成比 40.9% 34.3% 15.1% 5.8% 3.8%

人数 7 5 1 1 0 0

構成比 71.4% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0%

人数 46 17 21 7 1 0

構成比 37.0% 45.7% 15.2% 2.2% 0.0%

人数 54 26 20 4 4 0

構成比 48.1% 37.0% 7.4% 7.4% 0.0%

人数 100 42 26 20 7 5

構成比 42.0% 26.0% 20.0% 7.0% 5.0%

人数 87 28 40 10 5 4

構成比 32.2% 46.0% 11.5% 5.7% 4.6%

人数 48 23 11 10 2 2

構成比 47.9% 22.9% 20.8% 4.2% 4.2%

人数 19 6 6 3 2 2

構成比 31.6% 31.6% 15.8% 10.5% 10.5%

人数 3 2 0 0 0 1

構成比 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

全体

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

無回答
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表５-２-６ お金のやりくりに対する不安 

【障がいのある方・難病のある方調査（18歳以上）調査 手帳の種類・診断名別】 

 

  
回答者数 とてもある

ある程度あ
る

あまりない まったくない 無回答

人数 364 149 125 55 21 14

構成比 40.9% 34.3% 15.1% 5.8% 3.8%

人数 101 31 44 19 2 5

構成比 30.7% 43.6% 18.8% 2.0% 5.0%

人数 126 42 40 25 10 9

構成比 33.3% 31.7% 19.8% 7.9% 7.1%

人数 79 49 18 7 4 1

構成比 62.0% 22.8% 8.9% 5.1% 1.3%

人数 88 47 27 7 5 2

構成比 53.4% 30.7% 8.0% 5.7% 2.3%

人数 8 7 1 0 0 0

構成比 87.5% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0%

人数 1 1 0 0 0 0

構成比 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

人数 64 27 26 9 1 1

構成比 42.2% 40.6% 14.1% 1.6% 1.6%

人数 11 4 3 2 1 1

構成比 36.4% 27.3% 18.2% 9.1% 9.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

発達障がいの診断を
受けている

高次脳機能障がいの
診断を受けている

難病の診断を
受けている

無回答

全体

身体障害者手帳を
持っている

愛の手帳を
持っている

精神障害者保健福祉
手帳を持っている

自立支援医療を
受給している
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３ 介護・介助が必要になった場合の生活場所 
（１） 生活場所の希望の有無 

市民意識調査で介護が必要になった場合に希望する生活場所があるか尋ねたところ、全

体では「ある」と回答した方が39.5％と最も多く、特に高齢者（要介護者）では57.5％と

その割合が高くなっており、高齢者のうち要介護認定を受けた方が生活場所の選択を迫ら

れる際に希望されていることが推測されます。（表５-３） 

表５-３ 生活場所の希望の有無 

 

 

  

回答者数 ある ない
考えたこと

がない
わからな

い
無回答

人数 1,528 603 235 261 338 91

構成比 39.5% 15.4% 17.1% 22.1% 6.0%

人数 240 73 28 66 64 9

構成比 30.4% 11.7% 27.5% 26.7% 3.8%

人数 924 397 162 125 180 60

構成比 43.0% 17.5% 13.5% 19.5% 6.5%

人数 291 108 55 54 60 14

構成比 37.1% 18.9% 18.6% 20.6% 4.8%

人数 67 20 17 5 18 7

構成比 29.9% 25.4% 7.5% 26.9% 10.4%

人数 248 86 59 33 54 16

構成比 34.7% 23.8% 13.3% 21.8% 6.5%

人数 318 183 31 33 48 23

構成比 57.5% 9.7% 10.4% 15.1% 7.2%

人数 364 133 45 70 94 22

構成比 36.5% 12.4% 19.2% 25.8% 6.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

自立者

総合事業対象者

要支援者

要介護者

障がい者（18歳以上）

高齢者（計）

全体

市民
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（２） 希望する生活場所 

市民意識調査で介護が必要になった場合に希望する生活場所が「ある」と回答された方に

希望する生活場所を尋ねたところ、全体では「自宅」と回答した方の割合が最も高くなって

おり、特に高齢者（要介護者）では56.3％とその割合が高くなっております。なお、市民

一般では「生活環境が整えば自宅」と回答した方の割合が最も高くなっております。（表５-

４） 

表５-４ 希望する生活場所 

 

  
回答者数 自宅

生活環境
が整えば自

宅

特別養護
老人ホーム

有料老人
ホーム

グループ
ホーム

その他 わからない 無回答

人数 603 285 151 60 46 18 23 6 14

構成比 47.3% 25.0% 10.0% 7.6% 3.0% 3.8% 1.0% 2.3%

人数 73 21 27 12 11 1 0 1

構成比 28.8% 37.0% 16.4% 15.1% 1.4% 0.0% 1.4%

人数 397 195 102 48 35 5 3 9

構成比 49.1% 25.7% 12.1% 8.8% 1.3% 0.8% 2.3%

人数 108 44 32 13 14 3 0 2

構成比 40.7% 29.6% 12.0% 13.0% 2.8% 0.0% 1.9%

人数 20 9 5 2 2 1 0 1

構成比 45.0% 25.0% 10.0% 10.0% 5.0% 0.0% 5.0%

人数 86 39 18 13 13 1 0 2

構成比 45.3% 20.9% 15.1% 15.1% 1.2% 0.0% 2.3%

人数 183 103 47 20 6 0 3 4

構成比 56.3% 25.7% 10.9% 3.3% 0.0% 1.6% 2.2%

人数 133 69 22 18 17 3 4

構成比 51.9% 16.5% 13.5% 12.8% 2.3% 3.0%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

自立者

総合事業対象者

要支援者

要介護者

障がい者（18歳以上）

高齢者（計）

全体

市民
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４ 意思を表明する方法 
市民意識調査で認知症や病気になって自分の意思を表明することが困難になった場合に備

えて、自分の意思を表明する方法を考えているか尋ねたところ、「考えていない」と回答した

方の割合が 63.3％となっておりますが、障がい者（18 歳以上）ではその割合が 73.4％と

高くなっております。（表５-５） 

表５-５ 意思を表明する方法 

 

 

  

回答者数 考えている
考えていな

い
無回答

人数 1,528 454 967 107

構成比 29.7% 63.3% 7.0%

人数 240 66 161 13

構成比 27.5% 67.1% 5.4%

人数 924 317 539 68

構成比 34.3% 58.3% 7.4%

人数 291 119 162 10

構成比 40.9% 55.7% 3.4%

人数 67 25 32 10

構成比 37.3% 47.8% 14.9%

人数 248 102 127 19

構成比 41.1% 51.2% 7.7%

人数 318 71 218 29

構成比 22.3% 68.6% 9.1%

人数 364 71 267 26

構成比 19.5% 73.4% 7.1%

１位：全体が黒で白文字、２位：全体が灰色で太文字

自立者

総合事業対象者

要支援者

要介護者

障がい者（18歳以上）

高齢者（計）

全体

市民
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５ 支援団体等調査 
（１） 障がい福祉サービス等事業所 

ア 障がい者の地域生活における課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 障がい者の契約や財産管理に関する課題 

 

 

 

 

ウ 成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用をためらう理由 

（そもそもの周知がなされているか？） 

 

 

 

 

 

  

○買い物や行政手続の同行等を支援する必要がある。 

○障がいの有無に関係なく、交流できる場を整備する必要がある。 

○主たる介護者の高齢化により、介護ができなくなったときの対応方法を検討する必要がある。 

○24時間対応できるサービスが少ない。 

○地域住民の方に、障がいに関する啓発をする必要がある。 

○地域の中で、１人で生活を「試す」ことができる場所があると良い。 

○グループホームや緊急時の受け入れ先を整備する必要がある。 

○障がいに対応するヘルパーが不足している。 

○災害時への対応を検討する必要がある。 

○財産管理についての準備、意思決定をスムーズに行える体制づくりが必要である 

○親亡き後の成年後見人等と、生活支援にかかる役割分担を明確化する必要がある。 

○介護者の方が安心して「終活」できるような支援体制を確立する必要がある。 

○成年後見制度は手続がハードル高く、費用がかかる。また、相続税の関係から市内に多くいる土

地所有者は使いづらい。 

○地域福祉権利擁護事業等は時間がかかり、また、利用者数が飽和状態となっている。 

○本制度の周知が不十分である。 
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（２） 当事者団体 

ア 成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用をためらう理由 

（そもそもの周知がなされているか？） 

 

 

 

 

○費用がかかる。 

○事業の周知が不足している。 

○成年後見制度は利用しづらく、本人の希望する生活が実現するために制度を利用することができ

ない。 

○地域福祉権利擁護事業を重点的に利用したい。 
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第３節 権利擁護をめぐる主な課題 
統計から見る現状、市民意識調査結果に見る現状及び共通計画においてあげられた課題を

踏まえ、整理した本計画における課題は次のとおりです。 

１ 権利擁護支援及び成年後見制度の周知が不十分である。 
（１）主な課題の要因となる現状 

ア 市民意識調査で障がい福祉サービス等事業所及び障がい当事者団体に成年後見制度や地域

福祉権利擁護事業等の利用をためらう理由を尋ねたところ、障がい福祉サービス等事業

所、障がい当事者団体いずれでも制度の周知が不十分であることがあげられています。 

イ 市では成年後見制度について、主に家庭裁判所が作成したパンフレット等を使用した周知

や、「成年後見制度について」というテーマで狛江市まなび講座を活用した周知を行って

いますが、周知が十分とはいえません。 

ウ 成年後見制度利用促進基本計画（平成29年３月24日閣議決定。以下「国基本計画」とい

います。）の策定後、本人情報シートの作成とその活用など成年後見制度の運用は改善に

向けて大きく変更されております。 

（２）主な課題の具体的な内容 

ア 必要な対象者（本人、家族等）に権利擁護支援に関する必要な情報等が十分に届けられて

いるか、そのための仕組みや体制が整っているか、一方的な広報になっていないか等につ

いてこれまでの取組みを振り返る必要があります。 

イ 成年後見制度が本人の生活を守り、権利を擁護する重要な手段であること及び本人の生活

を守り、権利を擁護する手段は成年後見制度以外にもあることを再確認する必要がありま

す。 

ウ 本人情報シートの作成とその活用など成年後見制度の運用の改善点に関する周知を行う必

要があります。 

 

２ 成年後見制度が本人の意思を尊重し、「その人らしい」生活を実現するための手
段となっていない場合がある。 
（１）主な課題の要因となる現状 

ア 成年後見人等が事務を行うに当たり、「生活」という視点、本人の「意思の尊重」、「心身

の状態及び生活の状況に配慮しなければならない」という言葉が民法（明治29年法律第

89号）第858条、第876条の５第１項及び第876条の10第１項の規定に書き込まれ、

求められてきました。 

イ 国基本計画の「基本的な考え方」には、①ノーマライゼーション（個人としての尊厳に

ふさわしい生活を保障すること。）、②自己決定権の尊重（意思決定支援の重視と自発的

意思の尊重）、③「財産管理のみならず身上の保護も重視」がうたわれています。そし

て、今後の施策目標として、第１に「本人のメリットを実感できる制度・運用への改善

を進める」ものとされております。 

ウ 全国的な成年後見制度の利用傾向としては、依然として本人のための支援というより

は、親族が定期預金の解約等財産管理をできなくなり「最後の手段」として「後見類

型」で申し立てるようなケースが多くなっています（成年後見関係事件の概況-平成31

年１月～令和元年12月-最高裁判所事務総局家庭局より）。 
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（１）主な課題の要因となる現状（続き） 

エ 市、東京都及び全国の成年後見関係事件の類型別の申立件数の推移を見た場合、「保佐類

型」、「補助類型」の利用は増加しており、制度運用の改善は進んでいるものの、依然と

して「後見類型」の件数が最も多く、任意後見制度の活用も進んでおりません（図５-１

-１～図５-１-３）。 

オ 高齢化率と成年後見関係事件の申立件数の関係を見た場合、平成27（2015）年度から

平成31（2019）年度までの市の高齢化率は横ばいであるものの、国の高齢化率は1.8

ポイント上昇し、東京都の高齢化率は0.5ポイント上昇しているにも関わらず、成年後見

関係事件の申立件数については市及び国は微増に留まり、東京都は減少しており、制度

運用の改善は十分とはいえません。 

カ 市民意識調査で入院や施設に入所しなくてはいけない場合に頼れる人がいるかどうか尋

ねたところ、72.2％の方が頼れる人が「いる」という回答をされております。 

キ 狛江市における成年後見人等と本人との関係別件数を見ると、平成31（2019）年の親

族後見は16.７％、東京都全体の23.8％と比べ7.1ポイントも低くなっております。 

ク 市民意識調査で障がい当事者団体に成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用をた

めらう理由を尋ねたところ、制度を利用した結果、本人が自由にお金を使えなくなるな

ど、日常生活の行動が管理され、本人の希望する生活が実現されにくいという点が理由

としてあげられております。 

この背景には、①制度を利用するに当たり、制度を利用することによるメリットとと

もにデメリットが十分説明されないまま制度を利用した結果、本人が希望した生活と実

際の生活との乖離が発生するようなケースが多くあること、②本人と本人を支える家族

等と成年後見人等又は任意後見人37との間に信頼関係が形成されてない場合において

も、成年後見人等又は任意後見人に不正な行為、著しい不行跡その他後見等の任務に適

しない事由がない限り、家庭裁判所は成年後見人等又は任意後見人を解任できないこと

があります。 

（２）主な課題の具体的な内容 

ア 本人の地域での生活に目を向け、「気付き」の段階から本人に権利擁護支援に関する十分

な説明と支援を行う必要があります。 

イ 本人だけでは「その人らしい」生活をすることが困難な状況に陥った際は、本人の生活

を補い支える「人」を付けるという発想で「保佐類型」、「補助類型」を利用する必要が

あります。 

ウ 将来に備えて任意後見制度の活用を勧めるなど早期の予防的視点を持つ必要がありま

す。 

エ 「頼れる人」の中で後見等申立人、成年後見人等候補者又は任意後見受任者38になって

いただくことが可能で、かつ、適切な方がいれば、その方を適切に支援することによ

り、後見等申立人、成年後見人等候補者又は任意後見受任者になっていただくことも検

討する必要があります。 

 
37 任意後見契約に関する法律（平成 11 年法律第 150 号）第４条第１項の規定により任意後見監督人が選任された後

における任意後見契約の受任者をいう。 
38 任意後見契約に関する法律第４条第１項の規定により任意後見監督人が選任される前における任意後見契約の受任者

をいう。 
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（２）主な課題の具体的な内容（続き） 

オ 本人が成年後見制度を利用するに当たっては、制度を利用することによるメリットとと

もにデメリットを十分に説明するとともに、成年後見人等候補者を選任するに当たって

は本人と本人を支える家族等と成年後見人等候補者との信頼関係の構築に努める必要が

あります。 

 
３ 権利擁護支援及び成年後見制度の担い手の育成及び支援が不十分である。 
（１）主な課題の要因となる現状 

ア 認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴い、成年後見制度の必要性は一層高まって

きており、その需要は更に増大することが見込まれます。 

イ 今後、成年後見制度において、成年後見人等が高齢者の介護サービスの利用契約等を中

心に後見等の業務を行うことが多く想定されます。 

ウ 令和２（2020）年４月１日時点で一般社団法人多摩南部成年後見センター（以下「セ

ンター」という。）が育成した狛江市の市民後見人は２人が登録し、２人が受任している

ものの、被成年後見人等が狛江市民の案件について、平成27（2015）年以降、市民後

見人の就任件数は０件となっています。 

エ センターが実施している市民後見人養成講座の狛江市民の受講者が令和２（2020）年

度は１人にとどまっています。 

オ 親族後見人には、専門職後見人と異なり、本人と深いつながりがあること、頻繁に本人

に面会できること等のメリットがあります。また、本人にとっても、信頼の置ける親族

だからこそ安心して後見業務を委ねられる安心感があり、ストレスが少ないことがメリ

ットと考えられます。 

カ 親族後見人は、本人のお世話に加えて、初めて経験する「後見業務」を並行して行わな

ければならず、はじめは特に負担がかかります。後見活動にあたり専門的な知識が少な

いといった不安要素や、その不安をどこに相談したら答えてもらえるのか分からないと

いった課題があります。 

キ 本人（被成年後見人等）が市民の案件で平成27（2015）年から平成31（2019）年

までの合計189件中50件（26.5％）については親族が成年後見人等に就任した件数

（割合）とされておりますが、市で親族後見人に就任された市民を把握することができ

ません。 

ク 親族後見人の支援については、申立時に関わったケースについてのみあんしん狛江で継

続して相談支援を行っているものの、親族後見人懇談会等は開催していません。 

（２）主な課題の具体的な内容 

ア 弁護士などの専門職後見人がその役割を担うだけでなく、専門職後見人以外の市民後見

人による支援体制を構築する必要があります。 

イ 市民後見人の育成については、市での取組み及びセンターとの協働の在り方を整理・検

討し、市民後見人の育成を充実させる必要があります。 

ウ 親族後見人への支援のニーズの把握や相談しやすい相談窓口の整備、対応強化に関する

検討が必要です。 

エ 家庭裁判所や専門職団体と連携して親族後見人等の活動を支援する必要があります。 
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４ 持続可能な権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築する必要がある。 
（１）主な課題の要因となる現状 

ア 狛江市では、平成29（2017）年度から市職員、市社会福祉協議会（あんしん狛江）職

員、地域包括支援センター職員、狛江市に関わっていただいている弁護士、司法書士、

社会福祉士、精神保健福祉士、センター職員等を中心に、市内権利擁護関係者において

顔と顔が見える関係を築くこと、市内権利擁護関係者がそれぞれどのような業務を行っ

ているのかを理解すること、権利擁護支援及び成年後見制度の理解促進等を目的に年４

回程度勉強会を開催しています。 

イ 勉強会開催以前から、市内権利擁護関係者が連携して、成年後見制度の利用を含め本人

の相談支援、生活支援を行い、これらの支援の中で成年後見制度を利用する必要がある

と認められた場合には、改めて、申立の必要性、適正な申立者の確定、候補者の決定

（専門職後見人を候補者とする場合には専門職団体からの推薦を受けます。）、審判後の

支援方針の決定等について市職員、市社会福祉協議会（あんしん狛江）職員、地域包括

支援センター職員等が協議した上で、後見等の申立を行っています。 

ウ 申立に当たっては、申立書の作成支援を市職員、あんしん狛江職員等が行うとともに、

あんしん狛江職員が本人に対して必要な代理権・同意権が付与されるよう同行支援その

他必要な支援・調整を、親族に対しては、上申書の調整、面接同行、鑑定受診支援等も

行っています。家庭裁判所の審判確定後も、担当者会議、本人面談を行い、財産引継等

の調整や家庭裁判所への初回報告前の確認等の支援を行っています。 

エ イ及びウは現在の市内権利擁護関係者が実務上実施されているものであり、これらの関

係者が異動等により代わった場合には必ずしも持続的に実施できるものではありませ

ん。 

オ 市では、調布市、日野市、多摩市及び稲城市とともに平成15（2003）年度から福祉的

な配慮に基づく成年後見事務の提供を主たる業務とする法人としてセンターを設置し、

共同運営を行っています。 

（２）主な課題の具体的な内容 

ア これまでの取組みを通じて構築された権利擁護関係者のネットワークを見える化し、持

続的に運営できる体制を整備する必要があります。 

イ 権利擁護支援の地域連携ネットワークを構築するに当たっては、市域におけるネットワ

ークの整備の中でセンターをどのように活用していくのか検討する必要があります。 




